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事例調査の対象、目的

山岳観光地の交通システム事例

観光地の運営システム事例 鉄道とライフライン一体整備事例

登山鉄道システム事例

・立山黒部アルペンルート（富山）P. 2～

・ユングフラウ鉄道（スイス）P.14 ～

・箱根登山鉄道（神奈川）P. 11～
・大井川鐡道（静岡）P. 11～

・ゴルナーグラート鉄道（スイス）P. 21～

登山鉄道の整備方法、整備主体、環境への
配慮事項、保全と利用の参考事例として調査

登山鉄道の導入にあわせた、水道、電気な
どのライフライン整備の参考事例として調査

登山鉄道を導入する際の地域の開発、整備

地域の観光振興のあり方、意思決定につい
ての参考事例として調査

山岳地の急勾配、急曲線を含む路線の参考
事例として調査
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国内の先進事例
（１）立山黒部アルペンルート



立山黒部アルペンルートについて

○開 業 年：1971年

○路線延長：37.2km

○所要時間：約3時間（片道）

○運行期間：4月中旬～11月末

○運 賃：大人8,290円
（立山～扇沢）

立山黒部貫光（株）（30.5km）

出典：立山黒部アルペンルートオフィシャルガイドHP

475m

2450m

関西電力(株)
（6.1km）

約2000m
（1975ｍ）
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路線概要



立山黒部アルペンルートについて

全国に先駆け、マイカー規制（昭和46年の
アルペンルート開業当初から）及びバス排
ガス規制（平成27年から）を実施

アルペンルートの乗り物はすべて無公害・
低公害、主に電気を動力源として利用
（写真は関電トンネルを走る電気バス）

自然景観の保護と豪雪による被害防止の
ため、立山トロリーバス・黒部ケーブルカー・
関電電気バスは全線トンネル方式

環境に配慮し、 立山ロープウェイは中間に支
柱が無い（ワンスパンロープウェイ）

乗換駅は景勝眺望に配慮した場所に設定 立山トンネルの作業中に湧き出した水を引き
ホテルなどの飲料水として利用

路線の特徴

出典：富山県道路公社HP

出典：立山黒部貫光(株)HP
出典：日本の名水100選事務局HP

出典：立山黒部貫光(株)HP出典：立山黒部貫光(株)HP

出典：立山黒部貫光(株)HP
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立山黒部アルペンルートについて

 全線開通するまで20年

 富山地方鉄道、富山県、関西電力、北陸電力等の出資による事業

 関係官庁、自然保護協会等との十分な意見調整の下、開発の理念・方式・施設等の基本計画を作成

整備の経緯

年 表

昭和26年 富山地方鉄道が立山駅まで延伸

昭和27年 立山開発鉄道㈱（TKR）設立（富山地方鉄道㈱、関西電力㈱、北陸電力㈱）

昭和28年 富山県と立山開発鉄道㈱が協調し立山ルートの建設を開始

昭和29年 立山ケーブルカー完成

昭和31年 黒部ダムの工事着手

昭和35年 立山黒部有峰開発㈱を設立（富山県、立山開発鉄道、北陸電力、関西電力）

昭和38年 黒部ダム完成

昭和39年 立山黒部貫光㈱（TKK）設立（富山県、立山開発鉄道、北陸電力、関西電力等）
関電トンネル開通（関電トンネルトロリーバス営業開始）

昭和41年 室堂～黒部湖間の工事着手

昭和44年12月 立山トンネル開通

昭和46年6月 立山黒部アルペンルート全線開通

富山地方鉄道㈱, 

24.8%

富山県,

17.8%

北陸電力㈱, 

6.6%
関西電力㈱ , 

6.4%

その他,

44.4%

立山黒部貫光(株)株主比率
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立山黒部アルペンルートについて
環境保全活動

出典：立山黒部貫光㈱HP

 立山黒部貫光㈱は自然保護と環境保全を最優先課題に掲げ、以下の活動を実施

美化清掃活動

• 緑化清掃大会

• ゴミ持ち帰り運動

ゴミ減量・処理対策

• 食材の一次加工、容器の
洗浄を平地で実施（現地の
廃棄物、排水の削減）

• 生ゴミ乾燥処理施設導入

• ゴミ焼却等を平地で実施

排水管理

• 立山駅～黒部湖駅の全施設で総合排水処理（合併処理）

緑化の推進・外来植物
の除去

• 立山黒部アルペンルートの
工事跡地等の修景緑化

• 外来植物の定期的な除去

自然保護の啓発

• 雷鳥や高山植物等の展示・
解説（立山自然保護セン
ター）

• 自然解説員による自然観察
ツアー
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「立山黒部」の保全と利用を考える検討会(H28)

立山黒部アルペンルートについて
富山県による“「立山黒部｣世界ブランド化”に向けた取り組み

立山黒部の現状と課題

・個人旅行者や訪日旅行者のニーズや期待が多様化
・これまでは団体旅行の受け入れに主眼
・結果、特定スポットでの混雑、旅行者の満足度低下 等

立山黒部のこれからの方向性

環境保全と観光振興の一体的な推進

ターゲットは「本物の価値・魅力」を求める世界中の人々

「立山黒部」世界ブランド化推進会議（H29～）

提案された「プロジェクト」

01 混雑スポットにおける食事・休憩スペース拡充

02 アルペンルートの営業時間拡大

03 乗車整理券の配布

04 高原バス等のＷＥＢ予約システム

05 宿泊施設の整備

06 滞在プログラムの充実

07 アルペンルートの早期開業

08 アルペンルート冬季営業の試験的実施

09 黒部峡谷鉄道の冬季営業

10 ヘリスキーの企画・実施

11 黒部ルート見学会の旅行商品化

12 カルデラ体験学習会の旅行商品化

13 新しいマーケット（欧米豪等）での認知度向上

14 多言語表記・案内の充実

15 携帯電話不通エリア、WiFi未整備エリアの解消

ユニバーサルデザイン 16 ユニバーサルサービスの推進

17 立山～弥陀ヶ原ロープウェイ

18 立山カルデラロープウェイ

19 黒部峡谷ロープウェイ

エリア内周遊の促進 20 宇奈月温泉街の賑わい創出

21 登山道の整備

22 環境意識の啓発

23 山岳トイレの整備

24 外来植物除去活動の推進

25 利用調整地区の導入の検討

26 環境保全経費の受益者負担の在り方の検討

ライチョウの保全 27 とやまのライチョウサポート強化、生息状況調査

28-1 雪崩事故対策

28-2 火山対策

顧客層にあわせた受

入環境の整備

新しい魅力の発掘・

磨き上げ

上質な滞在環境の

整備

自然環境の適正利用

自然環境の保全

利用者の安全確保

検討会で出された「論点・課題」

混雑対応

滞在環境の充実

通年営業

新しい魅力の発掘・磨き上げ

新規市場の開拓・個人旅行者へ

の対応

周遊ルートの確保

経済活動

環境保全

安全性 安全対策

環境保全の推進

周遊性の確保

中間報告

学識経験者、関西電力㈱、黒部峡谷鉄道㈱、立山黒部貫光
㈱、富山県環境審議会自然環境専門部、北陸経済連合会、
とやま観光推進機構、観光庁、富山県旅行業協会 他

実現に
向けて

●本体会議（年3回）

●ワーキンググループ（２ヶ月に１回程度）

２８のプロジェクト毎に、富山県や立山黒部貫光(株)など
が幹事（事務局）となり、関係機関とともに具体的な検討
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立山黒部アルペンルートについて
富山県による“「立山黒部｣世界ブランド化”に向けた取り組み（プロジェクト例①）

出典：第４回「立山黒部」世界ブランド
化推進会議資料
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立山黒部アルペンルートについて
富山県による“「立山黒部｣世界ブランド化”に向けた取り組み（プロジェクト例②）

出典：第４回「立山黒部」世界ブランド
化推進会議資料
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国内の先進事例
（２）山岳鉄道（箱根登山鉄道、大井川鐡道）



国内の山岳鉄道について
対象路線の概要

箱根登山鉄道 大井川鐵道（井川線）

○開業年 ：1919年（全通1935年)

○路線延長：15.0km

〇輸送手段：普通鉄道

○単複 ：全線単線

○所要時間：37分（片道）

○運行期間：通年営業

○運賃 ：大人670円（小田原～強羅）

〇最小曲線半径：30m

〇最急勾配：80‰（4°34′）

○最大高低差：527ｍ

○駅数 ：11駅（小田原～強羅）

○最高速度：40km/h（箱根湯本～強羅）

○開業年 ：1959年（地方鉄道開業)

○路線延長：25.5km

〇輸送手段：普通鉄道（一部ラックレール式）

○単複 ：全線単線

○所要時間：1時間47分（片道）

○運行期間：通年営業

○運賃 ：大人1,320円（千頭～井川）

〇最小曲線半径：50m

〇最急勾配：90‰（5°08′）

○最大高低差：388ｍ

○駅数 ：14駅（千頭～井川）

○最高速度：30km/h

出典：大井川鐵道リーフレット

出典：地方民鉄 旅ガイド
ふるさと鉄道の旅
（（一社）日本民営鉄道協会）
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スイッチバック

～箱根登山鉄道～
ラックレール式（アプト式）※

～大井川鐵道（井川線）～

山岳鉄道特有の条件について
急勾配への対応

出典：わかりやすい鉄道技術
(財)鉄道総合技術研究所他

出典：大井川鐵道リーフレット

※通常の車輪･レール間の粘着による運転では、山岳地帯等の
急こう配路線では空転が発生し列車が走行できないことから、
2本のレールの中央に歯形の軌条（ラックレール）を設け、これ
と車両側の歯形車輪との噛み合わせにより走行する方式

10



国外の先進事例
スイスの山岳鉄道(ユングフラウ鉄道、ゴルナーグラート鉄道)



ユングフラウ鉄道について

○開業 ：1912年

○路線延長 ：9.3km(内トンネル区間7.6km)

○最大勾配 ：250‰(14.0°)

〇高低差 ：1393ｍ

○所要時間 ：約35分

○駅数 ：3駅

○運行期間 ：年中無休(気象状況により屋外不可)

○運賃(往復)：大人26,000円、子供12,200円
(2019年8月時点レート換算)

○入場制限 ：ユングフラウヨッホ駅1日5,000人まで

世界遺産ユングフラウに敷設されている鉄道
山頂のユングフラウヨッホ駅は、ヨーロッパで最も高い場所にある（「TOP OF EUROPE」）

ユングフラウ鉄道

3454m

2320m

2061m

トンネル区間
7.6km

図は、Jungfrau.ch提供の「パンフレット」を加工して作成。

路線概要
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ユングフラウ鉄道について

12出典：Jungfrau.ch



ユングフラウ鉄道について

出典：Jungfrau.ch 13



ライフラインの整備
上下水道の整備（ユングフラウ鉄道)

以前は、鉄道で運んだ水と融雪水を
トイレ、レストラン等の施設で利用

鉄道での輸送量は年間500万L( 2001年)
融雪水は年間400万L(2001年)

出典： Jungfrau.ch

給水用の高圧ポンプ
出典： gawaplast 「Wasserzuleitung
Jungfraujoch」

トンネル内の水道管
出典： gawaplast 「Wasserzuleitung Jungfraujoch」

● 鉄道駅等で使用される水道について

トイレ、施設等で使用する水は2012年以降、鉄道トンネル内に施設された水道管から給水

山頂駅の年間消費量である約1,300万Lの水全てを、約1,134ｍ下のアイガーグレッチャー駅にあるタンクから供給

トイレで使用する水は山頂駅の下に広がる氷河から溶け出した水も使用
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ライフラインの整備
上下水道の整備（ユングフラウ鉄道)

＜配水管の凍結防止対策＞

・流下前に汚水を加熱

・パイプの大きさを一部で変更し、管内攪拌

・トンネル出口から２ｋｍの区間はヒーターで加熱

（ユングフラウヨッホの排水処理施設で実施）

● 山頂駅ユングフラウヨッホからの排水について

 1980年代、地元の農業団体によってユングフラウ鉄道に下水道が整備

 山頂駅から出る排水は全て麓に運ばれて処理

図は、Jungfrau.ch提供の「パンフレット」を加工して作成。 排水処理施設内にある水道管理システム

グリンデルワルト

ユングフラウヨッホ

クライネシャイデック

トイレやレストランの排水は、山頂で油分を分離
麓のグリンデルワルトの浄水場まで約20km運ばれる
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ライフラインの整備
電力の供給（ユングフラウ鉄道)

○山頂駅「ユングフラウヨッホ」の太陽光発電○リュートシェンタールの水力発電所

発電所

出典：jungfrauzeitung.ch 出典： Jungfrau.ch

● ユングフラウ鉄道の運行、駅施設等で使用される電力について

 鉄道運行、駅施設で必要とする電力は、鉄道建設当時に作られた水力発電所から全て供給（鉄道会社が保有・運用）

 下り列車では、回生ブレーキによる発電

 緊急時は、山頂駅にある自家発電装置（2箇所）で対応
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多言語対応（ユングフラウ鉄道）

ユングフラウ鉄道の車内アナウンスは、ドイツ語、フランス語、英語、日本語、中国語、韓国語に対応。

日本語のアナウンスは乗客が楽しめるように、アニメ「アルプスの少女 ハイジ」の映像と共に流れている。

他にも麓駅の案内所や気象情報なども多言語対応。
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ゴルナーグラート鉄道について

○開業 ：1898年
当初は夏季のみ、1929年に冬季部分運行、
1941年から山頂まで通年運行

○路線延長 ：9.3km(内3.8kmは複線区間)

○最大勾配 ：200‰(14.0°)

○所要時間 ：登り約33分、降り約45分

○駅数 ：5駅

○運行期間 ：年中無休(風速22m/sから運行制限)

○運賃(往復)：約12,000円 6歳未満無料 (2019年8月)
運賃は季節変動制。夏が一番高く、
冬(2018年11月)は約8,200円

○乗車人数 ：夏季994,000人、冬季770,000人

合計1,764,000人

1865年のマッターホルン初登頂により観光需要が高まったツェルマット地域の更なる発展のため建設
山頂のゴルナーグラート駅はヨーロッパで最も高い屋外の鉄道駅

図は、gornergratbahn「パンフレット」を加工して作成。

①

3089m

2819m

2582m

2210m

1770m

1604m

②

③

④

⑤

⑥

路線概要
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ゴルナーグラート鉄道について

出典：ツェルマット観光局、Gornergrat bahn.ch 19



● ゴルナーグラート鉄道の麓駅ツェルマットについて

 地域共同体、地元観光局が中心となって開発、整備が行われている

 地域の運営のため、ツェルマットの観光関連企業から観光促進税、宿泊者から宿泊税を徴収している

 1986年から資源保護、エネルギー消費抑制を目的として、ガソリン車の乗り入れを禁止

ゴルナーグラート鉄道について
麓駅(ツェルマット)周辺の開発・整備について

○ツェルマットのカーフリー
市街地には電気自動車でも乗り入れ禁止
公共交通の電気バスと馬車が交通手段だが、
歩行者の交通が優先される

○地域循環の観光と開発
ツェルマットで使用されている電気バスは
全て自前の電力を使用しており、車両自体も
ツェルマット製の車両を使用している

出典：富士河口湖町HP ページ「友好都市交流」 出典：富士河口湖町HP ページ「友好都市交流」
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地域の開発・維持管理について
地域の開発・運営・維持を担う組織（ゴルナーグラート・ツェルマット）

【ブルガーゲマインデとは？】
・自主財源により、社会的責任のある役割を
果たしていく「地域共同体」

【ブルガーゲマインデの事業内容】
・ホテル運営
・レストラン運営
・森林管理、牧草地管理 など

地域資源を整備、管理する役割と
地域資源を観光資源として利用する
両方の役割を果たしている。

ツェルマット観光局は、マーケット分析や中期計画の
策定、プロモーションを担っているものの、
意思決定は各事業者によって行われている。
(※地元の意思に反した決定は出来ない)

出典：日本政策投資銀行「地域のビジネスとして発展するインバウンド観光 2013年3月」

 地域の開発、整備、運営は、地域共同体(ブルガーゲマインデ)とツェルマット観光局が中心

 地域として収入を得るための組織（地域共同体）を形成し、その収入で牧草地や森林等の保全活動を実施

 地域共同体がゴルナーグラート鉄道の土地を所有しており、整備の決定等には住民の合意が必要
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地域の開発・維持管理について

ツェルマット観光局地方自治体
補助金

観光客 観光関連企業

観光促進税
200万CHF/年

宿泊税(3CHF/泊)
400万CHF/年

会費
100万CHF/年

【事業内容】
・マーケット分析
・中期企画策定
・プロモーション
・インフォメーションセンターの運営
・コールセンターの運営 等

観光振興の財源について（ゴルナーグラート・ツェルマット）

 ツェルマットの宿泊客は、宿泊税として3CHF/人･泊(2019年9月8日時点 324.29円)を支払う

 観光関連企業からは観光促進税として、事業毎に税率が設定されている

 地域として稼ぐ仕組みのために税金を利用し、利益を地域の保全活動等にも活用

○宿泊税（３ＣＨＦ／人･泊）の配分

①2.1CHF インフォメーションセンター、コールセンター等の運営費
②0.4CHF インフラ整備
③0.5CHF イベントの運営費

ブルガーゲマインデ

運営収入
支援

年間約200万人

※ブルガーゲマインデ自らも観光施設を保有
※ホテル経営のマネジメント会社等も保有(完全子会社)

経営(委託)※

○ブルガーゲマインデの総収入と資源管理費(2018年度)

ホテル事業、レストラン事業 ３２，３２３，０００（CHF）

賃貸、リース事業 ９９４，０００（CHF）
その他収入 １８３，０００（CHF）

総収入 ３３，５００，０００（CHF)
＝約３６億２，２４８万円(2019年9月8日時点)

資源（アルプス、牧草地、森林）管理費 ２５１，０００（CHF)
＝約２，７１４万円(2019年9月8日時点)

※税、会費の値は２０１４年
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地域の開発・維持管理について
鉄道運営会社のグループ構造と地域組織の関わり（ゴルナーグラート・ツェルマット）

ツェルマットにあるケーブルカーを運営している
「Zermatt Bergbahnen AG」をツェルマット観光局等もあわせて共同で保有する等
(BVZとブルガーゲマインデとツェルマット観光局で過半数)
ブルガーゲマインデと鉄道事業者の結びつきは強い。出典：burgergemeindezermatt.ch

出典：bvzholding.ch

 鉄道運営会社の「Gornergrat Bahn AG(GGB)」は、スイス南部地域の交通サービスを行っている「BVZ Holding AG」の子会社

 ゴルナーグラートの観光施設の計画、開発、運営は、鉄道運営会社子会社の「Gornergrat Experience AG(GE)」が行う

 「GE」は「GGB」が50%、ブルガーゲマインデが50%の株式を保有 ⇒ 開発・整備には双方の合意が必要

公共資産（森林等）の管理 金融資産

不動産
(ホテル、レストラン等)

投資企業

鉄道運営会社

ブルガーゲマインデ・ツェルマットの組織体制図

BVZ Holding AGの組織図

ケーブルカー
運営会社

50％

50％

23％

22％
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